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人と水のとの相互関係を理解する上で，人の水への関心や価値観を捉えることが重要となる．本研究で

は，日本での水に対する人々の関心とその変化を明らかにするために，平成 30 年間の水に関連する新聞

記事を抽出し，類似した要素を集めて収集・分類を行うクラスター分析を実施した．また，既往研究であ

るオーストラリアとの比較を通して，日本特有の水への関心の分類を行うとともに，その分類にもとづい

たトレンド分析を行った．その結果，日本では地震や電力政策といった水とは直接的に関係の低い事象に

よって社会的関心が変化すること，またその関心の変化がオーストラリアと比べて短期間に変動すること

を明らかにした．  
 

     Key Words:  water, social interests, news paper, category, transition 
 
 

1. はじめに 
 
人間活動は， 地球の物理環境へ不可逆的な影響を与

えるまでに膨張・拡大を続けており 1)，人類が地球シス

テムの変化に対して支配的な影響を持つようになった今，

私たちは人間活動と自然環境との間に生まれる相互作用

をどのように理解し，適切に管理するかが重要な課題と

なっている 2)．水は，人類の持続可能性を考える上で重

要な要素である．人間活動の増大に伴う過剰な水資源利

用と水環境への負荷は，水循環の動態や集水域内の生態

系へと悪影響与えてきている 3)．現在および将来の人間

活動によって引き起こされる水資源への悪影響に対して，

水資源管理の手法と社会の持続可能な水利用に向けた，

抜本的なパラダイムシフトが求められている 4) , 5)． 
水循環を含む環境問題の議論では，社会的関心や価値

がしばしば取り上げられてきた．なぜなら，地域住民の

多くが共有する価値観や社会的関心が，その地域の社会

的規範や環境行動を決定するからである 6)．社会的関

心・価値の変化は，意思決定の変化につながり，行動の

変化につながるとされている 7)．つまり，地域内の人々

が有する社会的関心・価値の特徴やそれらの変化を把握

することは，政策や取り組みを決定する上で極めて重要

となる． 
しかし，社会的関心は，これまでの水管理に関する研

究では十分に扱われてこなかった 8)．これまでの流域管

理は，水文の定常性を前提とし，主に水文学や河川工学

といった工学的・数理学的に実施されてきた 9)．水や流

域への社会的関心の環境的・社会的変化は数十年から数

世紀のタイムスケールで起こり，ほとんどの場合，水シ

ステム全体の根本的な決定要因となっているものの 10)，

現在の流域管理においては必ずしも社会的関心に対して

注意を払ってきたわけではない 11)．持続可能な水管理へ

と移行をするためには，水に関する社会的関心の変化に

対する理解を深めることが必要である． 
水資源に関する社会的関心を対象にした研究として，

Xiong Yら 12)と Wei Jら 13)が挙げられる．Xiong Yらは， 
1946 年から 2012 年の間に中国の主要な全国紙『人民日

報』に掲載された水関連の記事を，内容分析のアプロー

チを用いて分析することで，中国における水問題に関す

る新聞報道の変遷について議論した．また Wei J らは，

水資源の社会的関心の変化を定量的に説明するアプロー

チの開発を目指し，水管理に関する新聞報道の分析に基

づいて，オーストラリアの経済発展と環境の持続性に対

する水資源の社会的関心の 169年間の変遷について議論

を行った．この中で Wei J らは，オーストラリアにおけ

る水資源への社会的関心を 12 に分類することで分析を

行っている（表-1）． 
日本において水への社会的関心を理解する際，Wei J 

らの手法と分類を適用することが考えられるが，この分

類をこれはオーストラリアの風土と水管理の歴史に対応

した分類であると考えらえれ，異なった風土と水管理の

歴史を歩んできた日本とは，社会的関心やその分類は異
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なると考えられる． そこで本研究では，日本の水への

社会的関心の変化を明らかにすることを目的とし，平成

30 年間の新聞記事を用いて日本独自の水への社会的関

心の分類を行い，その分類にもとづいた時系列変化から，

日本の社会的関心の変遷とその特徴を明らかにする． 
 

2. 研究の対象及び手法 
 
(1) 研究の対象 

水への社会的関心の分析対象として，Wei J ら同じく

新聞記事を対象とした．新聞記事の定量的分析は，長期

間における価値観や社会的関心の変化を調査する際に有

効であることが知られており，古くから研究が行われて

きた 14) 15)．社会的関心の分析手法としてアンケート調査

が考えられるが，調査対象者に意識されないもしくは影

響を与えない点においても，人々の社会的関心や価値を

分析する際に新聞記事は有効であるといわれている 16)． 
TV やインターネットなど多くのメディアが普及してき

た現在の日本においても，新聞は市民の情報源としての

有用性を高水準で保っている 17)．特に全国紙は，地方紙

のニュース製作過程においても，その内容は意識される

存在であり強い影響力も持っている 18), 19)．これらのこと

から，現在においても新聞記事（特に全国紙）は，社会

的関心を示す対象となりうると考えた． 
本研究では，読売新聞社の東京朝刊の全国版を分析対

象とする．読売新聞は日本の全国紙の中でも，最も発行

部数の多い新聞である（2019年上半期で 809万部）．対

象とする東京朝刊においても 490万部発行しており，日

本で最も世帯普及率が高い 20)．また読売新聞は，1874年
に創刊されており，全国紙の中で毎日新聞に次いで長い

歴史を持っていることも社会的関心の変化を分析する上

での優位性を有している． 

本研究では，新聞記事の抽出にあたり読売新聞社が提

供している記事データベース『ヨミダス歴史観』を使用

した．『ヨミダス歴史観』には，1986年以降の新聞記事

の見出しと本文がテキストデータとして収録されており，

これらのデータを学術利用することが許諾されている．

データベース上には，閲覧できない記事が存在するが，

約 5800 件を超える記事を収集するため影響は少ないと

して考慮しなかった． 
水に関連する新聞記事を平成 30 年間（1989~2018）に

おいて収集した．使用した記事面は，1-3 面，社会，解

説，内政，国際，経済，科学，特集とした．「水」とい

う言葉が入っていても本文の主題と関係性がない記事は，

適宜除いた．これは，本研究の目的とは異なる言葉が分

析対象に含まれることを防ぐためである．しかし，見出

しに「水」という言葉が入っている場合（別の意味で使

われている「水曜」などの場合はもちろん除く）は，話

題内容を問わず関心を高めるものと判断し対象とした．

データベースの記事を検索する際には，キーワード検索

（見出しと記事の冒頭 400字以内から有効なキーワード

となる，主に名詞が自動的に切り出されて登録されたも

の）を使用し，「水」を検索ワードとして記事を抽出し

た．この際，連載記事に使われるコーナー名（社説では

『編集手帳』，その他など『日曜の広場』など）は除い

た． 
 
(2) クラスター分析 

抽出した水資源に関連する記事が，どのような主題な

のかを明らかにするために，記事を対象とした階層クラ

スター分析を行うことで，使用されている語が似ている

記事をクラスターに分けた． 
クラスター分析とは，異なる特性を持つ要素（個体）

が混ざり合っている集団の中から，各個体を個体間の類

表-1  Wei. J らによる新聞記事の分類 13)． 
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似度に基づき，互いに似た要素を集めて部分集合（クラ

スター）に分類する分析である 21)．今回用いるのは，階

層クラスター分析であり，最も類似度の高い個体同士か

ら順々に集合（クラスター）を形成するものである．こ

こでいう階層的とは，クラスター数の増加過程において，

必ず集合として細分化されていくことである． 今回，

テキストデータをクラスター分析する方法として樋口 22)

の方法を参考とし，実際の分析にあたっては，テキスト

型データの定量分析（コンテンツ分析/テキストマイニ

ング）用プログラムであるKH Coder22)を使用した． 
クラスター化法には，Jaccard indexを用いた距離係数を

非類似度とした Ward 法を採用した．使用した品詞は，

名詞，名詞 C，サ変名詞，形容動詞，固有名詞，組織名，

ナイ形容，タグ，動詞である．地名は，記事の種類に関

係なく出現することが多くあるので今回は対象外とした．

名詞，名詞 C，サ変名詞，固有名詞，組織名の最低出現

回数 1000回以上出現した語を衣装に分析を実施した． 
 
(3) 分類の作成と時系列分析 

クラスター分析では，川や水道などの幅広いテーマで

よく使われる言葉が異なるテーマが 1つのクラスター内

に混在してしまうため，それぞれのクラスターがどうい

った要素で構成され，そのクラスターをそのまま分類と

して扱うか否かについて，クラスターごとの特徴語を使

用した共起ネットワークを作成し評価した． 
共起ネットワークとは，1 つ 1 つの記事で出現する抽

出語のうち，同一の記事に出現しやすい語同士を繋げた，

すなわち共起関係を線で表したネットワークのことであ

る．共起ネットワークでは edge（距離）を線で表し，

node（抽出語）は edgeによって結ばれる．edgeで結ばれ

ている node 同士は近い距離にあり，相互に出現してい

て共起関係があるといえる．Node の大きさは，出現回

数を示し，同じ色のnodeは1つのコミュニティに属して

いると言え，つまり距離が近い抽出語同士であることを

示す．また共起関係の強弱は，edgeの濃淡によってあら

わされる．この共起ネットワークを参照し，それぞれの

水に関する社会的関心として分類した．最後に，この分

類を用いて，各分類の記事数の遷移について，5 年平均

を導出し時間的傾向について分析・考察を行った．  
 
3. 結果及び考察  

 
(1) 新聞記事の分析  

 新聞の記事の抽出の結果，22,596 件の記事が抽出され

た．これらの記事に対して，クラスター数を 10~15 個の

範囲で分析を行った結果，最も適切なクラスターに分類

されたクラスター数は 12 個となった．各クラスターの

共起ネットワークの出力を図-1に示す．各クラスターの

特徴は以下の通りである．  
 クラスター1（726 記事）は，原子力発電による汚染水

漏れに関する分類としてまとまっており，共起ネット

ワークでは原発事故に起因する汚染水に関するものと，

その汚染水の流出による水質汚染に関するものに分か

れる．  
 クラスター2（193 記事）は，クラスター1 の汚染水を

除く水質汚染に関する記事がまとまっており，共起ネ

ットワークでは，地下水汚染，井戸水汚染，2016 年に

明らかになった豊洲の汚染問題から形成されている． 
 クラスター3（623 記事）は，火星や氷とった地球外の

水の存在に関するものと，遺跡や出土といった学術的

なまとまり，また官庁と豪雨，気象庁と海水温，エル

ニーニョ現象，県警と病院，搬送といった各機関から

の発表内容に関するまとまりがそれぞれ現れた．これ

らは，全体に大きな共起関係を持つ発表という語に結

び付いており，1 つのクラスターとして現れてしまっ

た．これらは，共起ネットワークを見ても，それぞれ

に共起関係は持っておらず，学術的な内容と，それぞ

れの内容ごとに分類分けをする必要があると考えられ

る． 
 クラスター4（600 記事）は，建設，事業に関するまと

まりであり，1 つの語が全体に共起関係を持っている

わけではなく，多くの語が edgeでつながっており，全

体として 1 つのクラスターを形成している．主要なも

のとして，ダムなどの公共事業の建設と，事業に対す

る計画と整備があげられる．  
 クラスター5（710 記事）は，環境に関する語が集まっ

ている．環境という言葉が多くの分類で用いられるた

め，開発による環境の変化と，それに伴う環境問題の

変化や，川などの水源地の保全，水質汚染，建設など

の細かい分類が得られた．環境という定義をどのよう

に設定するかによって環境に含まれる分類が変わって

くると考えられる．細かく分類を行ったうえで，環境

で分類するのが良いと考えられる． 
 クラスター6（464 記事）は，国際・支援に関する分類

としてまとまっている．共起ネットワークを見ると，

大きく 3 つに分かれている．世界に関連する語の作る

まとまりと，政府に関連する語の作るまとまり，支援

に関連する語の作るまとまりである．内容としては，

国外の災害，紛争後の自衛隊の飲料水や水道整備の支

援や，国連などの国際会議が含まれていた．主要とな

る 3つのまとまりが edgeで結び付いていることからも，

国際・支援として分類分けできる． 
 クラスター7（209 記事）は，水の事故に関する分類と

してまとまっている．共起ネットワークを見ても，事

故という語が全体に対して高い共起関係を持っていな

がら，ほとんどの語が edge でつながっており，1 つの

第 62 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

クラスターを形成している．したがってこのクラスタ

ーは，水にまつわる事故として大きく分類分けできる． 
 クラスター8（260 記事）は，海岸・海洋に関連する語

が現れた．地球温暖化による海水温上昇についての語

のまとまり，科学・研究に関連する語のまとまり，海

上，船舶に関連する語のまとまりがある．内容として

は，地球温暖化に伴う海水面上昇や，海水温上昇によ

るサンゴの白化現象など，また船舶の事故やパラスト

水，海底火山などがあった．海水，海という語と結び

つきが強い文書が分類分けされていた．これらは，内

容は種々あるが，海水に関係する内容となっているお

り，他の分類とは一線を画しているので，海岸・海洋

に関連する分類できる． 
 クラスター9（335 記事）は，クラスター1 と同様に，

原子力発電に関する分類としてまとまっている．クラ

スター1 は汚染水と共起関係の強い語が分類分けされ

ていたが，これは本文に汚染水という語が使われてい

なかった記事で作られたクラスターである．内容とし

 

図-1 各クラスターにおける共起ネットワーク． 
 

クラスター1 クラスター2 クラスター3

クラスター4 クラスター5 クラスター6

クラスター7 クラスター8 クラスター9

クラスター10 クラスター11 クラスター12
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ては原子力の水漏れや冷却水についてなのでクラスタ

ー1と同様の分類として扱って良いと考える． 
 クラスター10（173 記事）は，川に関する分類として

まとまっている．しかし共起ネットワークを見ると，

豪雨災害とその被害に関するものと，川でのレジャー

と事故に関するものが含まれている．川という語の共

起が高いため，大きく 2 つの分類が現れた．豪雨災害

による浸水や河川氾濫と，川でのレジャー水難事故で

は内容が大きく異なるため，これらは別の主題と捉え

て，それぞれ水害とレジャー，事故に分類分けする必

要があると考えられる．語としては現れていないが台

風に関連する記事もこのクラスターに分類されている． 
 クラスター11（560 記事）は，地震災害に関する分類

としてまとまっている．共起ネットワークを見ると，

地震災害に関するものと，その地震によるライフライ

ン被害に関するものに分かれる．ただライフラインや

生活用水に関しては，地震による被害ではない場合も

存在するので，地震による被害か，生活用水に関する

内容かを区別して分類する必要がある． 
 クラスター12（509 記事数）は，生活用水や利水に関

するものと，災害による飲料水や被害に関するものか

らクラスターが作られている．これらは細かく，生活

用水，利水といった水資源管理に関するものと，災害

に関するものに区別して分類分けできる． 
 
(2)  水への社会的関心の分類 
 以上の各クラスターの特徴から日本の水への社会的関

心として整理したものを表-2 に示す．クラスター1 と 9
は原子力汚染について，クラスター2 は水質汚染，クラ

スター3 は研究・調査，クラスター4 は水資源開発，ク

ラスター5 は水源池環境と水質汚染，水資源開発に分類

できる．クラスター6 は国際・支援について，クラスタ

ー7 は水難事故，クラスター8 は海岸・海洋，クラスタ

ー10 は豪雨災害，レジャー，事故に分類できる．クラ

スター11は地震災害と生活用水に分かれ，クラスター12
も水資源管理，生活用水，災害に分類できる． 
この結果と J. Wei ら 13)のオーストラリアの分類と比較

して，対応する分類としては「生活用水（Water for urban 
use）」「環境（Water for enviroment）」「水資源管理及び

水資源開発（Water strage and river  regulation）」「水質汚染

（Water quality and health）」「豪雨災害及び地震災害

（Natural hazard）」「レジャー（Recreation use）」の 6 つ

が挙げられる．生活用水，環境，水質汚染，レジャーに

関しては，分類数と内容からも，同一の主題として扱っ

てよい．また水資源管理，水資源開発に関して，日本に

おいては 2つに細かく分かれることになった．この理由

としては，管理の分類で扱われている内容や起きる問題

と，開発の分類で扱われる内容・問題は異なるためと考

えられる．具体的には，ダムに関する内容が含まれると

いう点では同様だが，開発においては，その事業に関す

る住民の反対活動や，環境問題への影響が主要な内容と

なっているが，管理では，水不足による取水制限や，節

水活動が主要な内容となっている．つまり，水資源施設

自体に対する関心や問題と，水資源施設が扱う水資源に

対する関心や問題とで違いがあると考えられる．最後に

豪雨災害，地震災害に関して，地震災害は自然災害

（Natural hazard）ではあるが，オーストラリアの「Natural 
hazard」の分類に地震災害は含まれてはいない．これは

オーストラリアが地震の少ない国であり，J. Wei ら 13)の

研究対象期間内においても，1989年に発生したニューカ

ッスル地震の 1回であり，津波などの水の被害も少なか

ったためだと考えられる．しかし日本においては地震災

害は頻発する重要な災害であり，津波や断水，飲料水の

不足など水に関係する要素も大きいため 1つの分類とし

て現れる結果となった．これは日本などの地震が多い国

特有の分類であると考えられる．  
対応しない分類は，オーストラリアが「Water for indus-

try」「Water for agrichlture」「Water policy reform and integrated 
management」「Alternative water suply」「Exploration for water」
「Water for navigation」，日本が「原子力汚染」「研究・

調査」「海岸・海洋」「国際・支援」「水難事故」であ

る．これらがの分類が現れなかった大きな理由の 1つと

して，対象期間の違いが挙げられる．「Water for industry」
に関連する記事が日本で多く発生したのは高度経済成長

期間であると考えられる．「Water policy reform and inte-
grated management」に関しても，日本で水環境の法整備

が活発に行われたのは 1970~1980 年ごろであり，1990 年

以降の法に関しては環境に寄与するものが多く，環境の

分類に含まれてしまい，主題として現れなかったと考え

られる．「Alternative water supply」に含まれる内容の記事

表-2 日本における新聞記事の分類． 
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は，日本においても出現していたが，記事数自体が少な

く，主題となることはなかった．  
 また，対応しなかった日本の分類としては，原子力汚

染が特徴的である．日本にだけこの分類が現れた理由と

しては，オーストラリアに原子力発電は存在しないこと

が挙げられるが，東日本大震災が発生したことが大きな

影響を与えている．東日本大震災以前にも，原子力発電

所から汚染水漏れが発生した記事は存在したが，1 つの

大きな分類として出現するほどではなかった．これは，

原子力発電を行っており，かつ災害が多い国特有といえ

る．国際・支援について，海外の紛争，災害に対して，

日本の自衛隊が飲料水や水道設備の援助を行う内容が含

まれていたが，これは日本の自衛隊が後方支援を主とし

て活動していることと関係性が深いと考えられる．海

岸・海洋に関しては，J. Wei ら 13)の研究において対象と

されていなかったと考えられるが，島国である日本にと

って海は重要な資源であることからも必然であると考え

られる． 
 
(3) 日本の水への社会的関心の変遷 
a) 水への社会的関心の変遷 

 各分類の記事数の遷移について，5 年平均記事数を導

出し図-2に示す．全体の記事数については，増加傾向で

はあるものの大きな変化は見られなかった．東日本大震

災後に放射能汚染の記事が著しく増加し，その影響で数

年間 250件近い記事数になっていたが，数年後には減少

し，約 200件を平均としている．これらの理由の 1つと

して，日本の新聞が紙面ごとにテーマを定めており，水

資源に関する内容が他テーマの紙面に長期的に掲載され

ることが珍しいことが挙げられる．しかし他のテーマに

おいても，社会の関心が水資源について高まっていれば，

東日本大震災後のように記事数は増加すると考えられ，

水資源自体への社会的関心の大きな変化が，平成 30 年

間においては見られなかったことは事実だと言える． 
 社会的関心は何らかの要因で発生・増加するが，時が

経つとともに関心は減少・安定を迎える傾向が見られる．

東日本大震災後の放射能汚染が顕著であり，2011年以降，

放射能汚染の話題が大幅に増え，水資源の利用と管理，

開発，環境などの話題が減少した．このことから，これ

までの主流と異なる話題が主流となったときに，これま

であった話題は減少すると言える．また原子力汚染とい

う平成 30 年間における最も大きな話題自体も数年後に

は減少傾向に変わり，長期間の社会的関心の維持をする

ことが困難であることを示している．また，豪雨災害と

環境の間には，-0.6 の高い負の相関があり，期間内にお

いて，環境と豪雨災害の社会的関心が逆転する振り子現

象が起きたと考えられる．この現象は開発と環境の間で

振り子現象が発生しているオーストラリアとは異なる傾

向を示している．この豪雨災害と環境の間にある振り子

現象は，国によって社会的関心の分類，遷移は異なると

いう仮説を確かなものにする 1つの結果と言える．振り

子現象以降，この関係性がどのように加速していくのか，

また長期的に継続する 1つのパラダイムシフトなのかは，

今後明らかにする必要があるだろう． 
 
4. 結論 

 
本研究では，平成 30 年間の水資源関連記事を対象に，

クラスター分析と時系列分析を行った．それらの結果か

ら，日本の水資源管理に適した分類分けを作成し，日本

における水資源への関心の対象とその変遷を分析した．  
 本研究の手法的な価値として，ランダムサンプリング

を行うことなく，対象期間の全記事を対象とした分析を

行ったこと，人為的介入を最小限に抑えた分析によって

 

 
図-2 日本における水に関する社会的関心の分類にもづいた新聞記事数の推移． 
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日本の水資源管理に対応した分類分けを作成したことが

挙げられる．ランダムサンプリングをせずに，すべての

記事を用いることで，偶発的な記事内容の偏りをなくす

ことができ，記事数の比較においても正確に表すことが

できる．また仮説をもとにあらかじめ設定した分類分け

のもと，コーディング作業を行う場合，少なからず研究

者側の希望的憶測が介在することになる．しかし今回の

ように分類分けの作成段階から機械的に行うことによっ

て，より客観的な分析を行うことができる． 
次に分類作製において，Wei. J ら 13)との大きな違いと

して原子力汚染や地震，電力政策といった水とは直接関

係性のない事象による違いが現れた．その他，海岸・海

洋による分類が違いとして現れた．これによって国ごと，

地域ごとの気象条件や，政策によって，水資源に対する

関心が大きく変わることが明らかとなった． 
最後に時系列分析では，社会的関心は発生・増加から

減少・安定の流れで推移することを定量的に示した．こ

のことから，社会的関心を計画的に維持するためには， 
断続的なホットトピックが必要となることが言える．ま

た，豪雨災害と環境の間に振り子減少が発生していたこ

とを明らかにした．これは，災害が多発する日本特有の

現象であり，分類と同様に社会的関心の変遷，これから

の在り方についても，国ごと，地域ごとに異なってくる

と考えられる． 
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CLASSIFICATION AND ITS TRANSITION OF SOCIAL INTERESTS IN WATER 
IN JAPAN 

 
Yuho KATO and Shinichiro NAKAMURA 

 
To understand the interrelationship between people and water, it is important to understand people's 

interest in and values of water. In this study, a cluster analysis was carried out by extracting newspaper 
articles related to water in Japan for 30 years and collecting and categorizing similar elements in order to 
identify the people's interest in water and its changes in Japan. In addition, a trend analysis was conducted 
based on the classification of the Japanese interest in water by comparing it with that of Australia, which is 
a previous study. The results show that social interest in Japan is affected by events that are not directly 
related to water, such as earthquakes and electricity policy, and that this interest changes in a shorter period 
than in Australia. 
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